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【活動報告】 

2025 年 7 月 17日(木)17:30～18:10 

合同理事会 

WEB：Cisco Webex 参加者：15 名 

１．事務局報告 

６/16(月) 国交省、令和 7 年度第１回無電柱化推進のあ

り方検討会 

→6/20 の総会セミナーの国交省講演や推進展での小冊

子７で反映されている。 

６/24(火) 東京理事会・東京活動委員会 住友林業会議

室 M-6 

東京活動委員会では（一社）日本能率協会の田中様、

飯村様より、今年の第 13 回無電柱化推進展のご案内

をしていただく。 

後半の事務局からの総会報告、無電柱化推進展・NPO

ブースでのアピール点をご案内する予定でしたが、通

信環境が悪化し、思ったような発表をご提供することが

できなかった。 

７/17(木)東京理事会・合同理事会 

７/17(木)北海道活動委員会→途中、村山支部長ほか、

合同理事会に参加 

７/23(水)～25(金) 第 13 回無電柱化推進展 東京ビッグ

サイト東展示棟 

 

 

 

無電柱化を推進する市区町村長の会Ｒ7-1 勉強会も兼

ねる。 

首長会事務局さまとは、第１回（無電柱化推進展）、第

２回（無電柱化の日イベント）、第 3 回（11/21 下関） で

勉強会の日程を決定済。 

7/30(水)国交省、令和７年度第１回無電柱化推進技術検

討会 

NPO 大阪の全国技術委員会で検証している T-25 問題

をまとめて、提出する予定 

８/７(木)東京理事会、合同理事会、東京活動委員会 

所用により、住友林業会議室をキャンセルして WEB で

運営 

８月に第 10 回全国技術委員会ＯＳＡＫＡを開催予定。

日程・テーマ未定。 

10 月に無電柱化住宅見学会を予定 

11/10 のＮＰＯとしての無電柱化の日イベントｊをどうす

るか？ 

11/８(土) 大阪国道事務所の無電柱化イベント（予定）

11/４(火)～11/10(月)北海道全道一斉パネル展 

11/21(金)首長会第 3 回勉強会（下関） 

 

２． 北海道支部の意見紹介について 

添付の資料をもとに村山支部長が説明 

 

３．次回の予定 

８/７ (木) １７：００～１７：３０ 東京理事会 

１7：３０～１８：００ 合同理事会 

１８：３０～１９：１０ 東京活動委員会  

住友林業会議室 Ｍ-6←完全 WEB に切り替え 

 

同日に開催されました東京理事会(17:00～17:30)は東

京活動委員会(8/7)の予定について、無電柱化推進展の

進捗状況について、無電柱化住宅見学会の予定について、

11/10の無電柱化の日イベントについて検討致しました。 

日本の空を、安全・安心で美しく！ 

第 19２号 
発行日：２０２５年 ８月８日 
発行者：NPO法人 電線のない街づくり支援ネットワーク 

理事長 髙田 昇 
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日時：6 月 20 日(金) 17:00～18:40 

場所：大阪市立総合生涯学習センター 5 階 第１研修室 

参加者：一般参加を含む 58 名（会場参加者 29 WEB 参加者 29 名） 
 

◇当日のスケジュール◇ 
１．主催者挨拶       理事長 髙田 昇      17:00～17:05 

２．「近畿地方整備局における無電柱化の取組みについて」    17:05～17:25 

  国土交通省 近畿地方整備局 道路部 道路管理課 課長補佐 大前利夫 

※質疑応答         17:25～17:35 

３．「無電柱化の取組状況と観光地における無電柱化」    17:35～18:15 

  国土交通省 道路局 環境安全・防災課 課長補佐 藤井久暢 

※質疑応答         18:15～18:25 

４．「法定第 3期無電柱化推進計画の策定に向けて」     18:30～18:45 

NPO顧問・(一財)日本みち研究所 専務理事 森山誠二 

５．NPOからお知らせ    理事・事務局長 井上利一    18:25～18:30 

６．閉会・その後交流会 

 

【テーマ 1】「近畿地方整備局における無電柱化の取組みについて」  
目 次 

近畿地整（直轄）における電線共同溝事業の概要 

電線共同溝事業における PFI 方式の導入 

新技術の活用（地下情報の 3次元化の推進等） 

無電柱化の広報 

講演から主要な内容（資料）をご紹介させていただきます。 

近畿地方整備局における取り組み状況 ① 

■近畿地方整備局の事業費（交通安全事業等との同時整備除く） 

  約 40 億／年 

■管内の事業箇所の状況 

 ・全事業箇所数８５箇所（約２１４ｋｍ）のうち、 

  ５５箇所（約１３２ｋｍ）で無電柱化事業に着手済み（次頁表）。 

 
6/20開催 
第 17回 

  
概要報告 

 
   

無電柱化の取組状況と観光地における無電柱化 

法定第３期無電柱化推進計画の策定に向けて 

 
大阪市立総合生涯学習センター 

５階 第１研修室 
 
 

近畿地方整備局 大前課長補佐の講演 

 国土交通省 近畿地方整備局 道路部 道路管理課 課長補佐 大前利夫 

国交省 道路局 藤井課長補佐のご講演 

https://nponpc-my.sharepoint.com/personal/tsukada_nponpc_onmicrosoft_com/Documents/仮置き場所/■01社員総会/■250620第18回社員総会/総会セミナー/★★当日資料/◎20250620_近畿地方整備局における無電柱化の取組みについて.pptx
https://nponpc-my.sharepoint.com/personal/tsukada_nponpc_onmicrosoft_com/Documents/仮置き場所/■01社員総会/■250620第18回社員総会/総会セミナー/★★当日資料/◎20250620_第18回%20NPO無電柱ネット総会セミナー_国交省講演資料.pptx
https://nponpc-my.sharepoint.com/personal/tsukada_nponpc_onmicrosoft_com/Documents/仮置き場所/■01社員総会/■250620第18回社員総会/総会セミナー/★★当日資料/◎250620%20NPO総会セミナー_森山顧問.pptx
https://nponpc-my.sharepoint.com/personal/tsukada_nponpc_onmicrosoft_com/Documents/仮置き場所/■01社員総会/■250620第18回社員総会/総会セミナー/★★当日資料/◎250620%20NPO総会セミナー_森山顧問.pptx
https://nponpc-my.sharepoint.com/personal/tsukada_nponpc_onmicrosoft_com/Documents/仮置き場所/■01社員総会/■250620第18回社員総会/総会セミナー/★★当日資料/◎250620%20NPO総会セミナー_森山顧問.pptx
https://nponpc-my.sharepoint.com/personal/tsukada_nponpc_onmicrosoft_com/Documents/仮置き場所/■01社員総会/■250620第18回社員総会/総会セミナー/★★当日資料/◎250620%20NPO総会セミナー_森山顧問.pptx
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 全事業 未事業化 Ｒ７事業計 

箇所数 延長 箇所数 延長 箇所数 延長 

総 計 ８５ 約 214ｋｍ ３１ 約８２ｋｍ ５５ 約１３２ｋｍ 

 

近畿地方整備局における取り組み状況 ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画 
道路管理

者 

近畿計 福井県 滋賀県 京都府 大阪府 

計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 

推進計画 

（7 期） 

全管理者 190.3  136.4  72% 17.3  5.8  34% 6.8  6.1  90% 18.8  16.9  90% 40.8  33.9  83% 

内国管理 36.0  36.0  100% 0.9  0.9  100% 3.5  3.5  100% 2.7  2.7  100% 9.2  9.2  100% 

3 か年 

緊急対策 

全管理者 149.1  149.1  100% 2.9  2.9  100% 5.3  5.3  100% 7.1  7.1  100% 42.1  42.1  100% 

内国管理 35.6  35.6  100% 1.2  1.2  100% 0.0  0.0  - 2.4  2.4  100% 6.5  6.5  100% 

推進計画 

（8 期） 

全管理者 510.2  467.8  92% 7.7  7.9  100% 42.9  44.5  100% 65.3  54.4  83% 209.0  212.8  100% 

内国管理 185.7  186.8  100% 3.9  3.9  100% 34.4  34.4  100% 30.1  30.1  100% 51.7  51.7  100% 

計画 
道路管理

者 

近畿計 兵庫県 奈良県 和歌山県 

計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 
計画 

延長 
合意 

延長 
合意

率 

推進計画 

（7 期） 

全管理者 190.3  136.4  72% 47.0  38.5  82% 41.4  19.0  90% 18.8  16.9  46% 

内国管理 36.0  36.0  100% 9.8  9.8  100% 5.7  5.7  100% 2.7  2.7  100% 

3 か年 

緊急対策 

全管理者 149.1  149.1  100% 47.4  47.4  100% 23.3  23.3  100% 7.1  7.1  100% 

内国管理 35.6  35.6  100% 7.6  7.6  100% 14.2  14.2  100% 2.4  2.4  100% 

推進計画 

（8 期） 

全管理者 510.2  467.8  92% 61.6  57.8  100% 38.3  38.4  94% 65.3  54.4  100% 

内国管理 185.7  186.8  100% 32.5  32.5  100% 12.4  14.0  100% 30.1  30.1  100% 

※推進計画(７期)・３か年緊急対策の計画延長は、令和６年度協議会（R7.3.14）時点の計画箇所リストより抽出 
※合意率が 100%を超えるものについては 100%として表示 

 ６/20開催、第 17回 NPO総会セミナー 報告 
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近畿地方整備局における工事発注状況と、無電柱化自治体アンケート結果 

■近畿地方整備局（直轄）における工事発注状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和 6 年度第 2 回無電柱化推進技術検討会 資料による   

               
大阪国道事務所管内の整備状況 京都国道事務所管内の整備状況

兵庫国道事務所管内の整備状況

電  同 整備済み

電  同 整備中
 

大阪府の青の枠は整備完了。黄枠は整備中。 
右の京都府は、京都市内の中心にある五条通周辺を整備中。 
神戸市・阪神地区は、主要幹線幹線道路である国道 2 号線を中心に整備中。 

N=1,788 

■無電柱化を実施するにあたっての課題 

■過去５年間における 

無電柱化事業の有無 

※令和２年６月～７月にアンケート調査を実施。全国１,７８８自治体より回答 

※工事中は R7.6.1 時点での契約工事で、 

発注予定は R7.4.1 公表の発注予定工事 

※道路整備との同時整備工事や委託工事 

は除く。兵庫県の工事中 0 件は狭間の時期で 

①実施した経験がある, 

9.4%

②現在、実施している, 

10.8%

③したことがない, 

79.8%

 ６/20開催、第 17回 NPO総会セミナー 報告 
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無電柱化における課題等～従来方式から包括発注方式・ＰＦＩ方式の導入へ～  

○電  同 ＰＦＩ事業 

 ・電  同 整備事業の調査から設計、工事、維持管理及びこれらに関する各種調整業務を民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用することで、効率的かつ効果的に実施し、無電柱化を推進するための手法 

○電  同 ＰＦＩの特徴（一般のＰＦＩ事業とのちがい） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演では、その他に、近畿地方における具体的な電  同 ＰＦＩ事業の事例紹介、【図解】ＰＦＩ事業によって、工期が 

１年間短縮  低コスト管路材や小型化の特殊桝の採用  地下情報の 3 次元化の推進（道路地下空間の CIM の整備） 

無電柱化の日(11/10)イベント  すすめよう！無電柱化！ スペシャルトークショー（11/９実施）の紹介などが紹介され

た。       大前課長補佐の動画配信（ユーチューブ動画：限定公開） https://youtu.be/vVGO92v7_wQ 

 ６/20開催、第 17回 NPO総会セミナー 報告 

https://youtu.be/vVGO92v7_wQ
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【テーマ 2】「無電柱化の取組状況と観光地における無電柱化」  
目 次 

１. 整備の状況等 
２. コスト縮減の推進 
３. 事業のスピードアップ 
４. 占用制限の的確な運用 
５. 支援措置等 
６．観光地での無電柱化 

講演から主要な内容（資料）をご紹介させていただきます。 

無電柱化の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国土交通省 道路局 環境安全・防災課 課長補佐 藤井久暢 

○ 令和６年度末までに、約１万kmの管路整備が完了。
○ 現行計画の期間内（R3～R7)では令和６年度末までの４年間で約559kmの管路整備が

完了したほか、約3,700kmで計画協議に着手済み。

8,735 

9,411 

681 

564 

1,232 

1,869 

1,066 

1,699 

374 

2,272 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

R2

R6

電柱撤去完了 管路整備完了 工事中 設計中 協議中

R2年度末
（～第7期計画末）

R6年度末

管路整備延長 9,416km

管路整備延長 9,975km

12,088km

計画協議
3,727km

管路整備
559km

15,815km

工事着手延長
10,648 

工事着手延長
11,844 

R2～R6

工事着手延長
1,196㎞

○ 現行計画では進捗状況を確認する指標として、「防災」、「安全・円滑交通確保」、「景
観形成・観光振興」について、工事着手ベースで目標を設定。

指標

母数対象分類
目標値

（R7年度末）
R6年度
（実績）

初期値
（R1年度末）

約52％
（10,060km）

約47％
（9,064km）

約38％
（7,380km）

19,380km電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱着手率防災

約38％
（1,698km）

約33％
（1,482km）

約31％
（1,398km）

4,447km特定道路における無電柱化着手率安全

46地区44地区37地区89地区世界文化遺産周辺の無電柱化着手地区数

景観・観
光

67地区60地区56地区123地区重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化着手地区数

58地区54地区46地区121地区歴史まちづくり法重点地区の無電柱化着手地区数

藤井課長補佐の動画配信（ユーチューブ動画：限定公開） 

https://youtu.be/xHf7NUXXGkM 

 ６/20開催、第 17回 NPO総会セミナー 報告 

https://youtu.be/xHf7NUXXGkM
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能登半島地震等での課題 

 
改正道路法に基づく道路啓開計画について 

 

 

○ 今後策定する「道路啓開計画」では、緊急輸送道路の無電柱化や倒壊電柱の撤去訓練などにも反映
する予定。 

○ 能登半島地震では、約３，１００本の電柱倒壊などにより道路閉塞が発生した一方、輪島市をはじ
め８市町で無電柱化を実施した約２０ｋｍの区間では、 発災直後から救助・復旧活動を行う車両
通行が可能となった

○ 電柱・電 撤去作業は、道路管理者（土木業者）では対応できないため、電 管理者の協力が必
要不可欠であり、電 管理者の作業（感電防止措置、電 切断、電柱撤去など）待ちが発生。

石川県輪島市 国道２４９号 石川県穴水町 県道３０３号石川県輪島市 広域農道

 ６/20開催、第 17回 NPO総会セミナー 報告 
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地方版無電柱化推進計画の策定状況 

無電柱化コスト縮減の手引きの策定 

NPO 無電柱ネット HP→ https://nponpc.net/info/cost-reduction-by-eliminating-utility-poles/ 
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無電柱化推進計画策定自治体数（都道府県除く） R７.３時点

○４７都道府県は、全て無電柱化推進計画を策定済み。
○２９１市区町村で、無電柱化推進計画を策定済み。
○R2年度末の９４市区町村（都道府県は策定済）からＲ６年度までに１９７市区町村

が新たに策定。

p.6のアンケートから全国の自治体
数は、1778。無電柱化を推進する市
区町村長の会会員数は 305。 

縮小化 縮小化縮小化

縮小化 縮小化

○ 低コスト技術の現場での適用を一層推進してくため、最新の技術・工法をとりまとめた
「無電柱化コスト縮減の手引き（令和６年３月）」を策定し、道路管理者へ周知。

昼間施工・常設作業帯

トレンチャーの活用

レーザー地中探査

下水道管路を
移設して回避！

不明管

MT

TO
TM

S

FA

余

MT

EH1 PME

EH2

EL

【昼間施工時】

植樹帯
(W=約2.0m) 車道

官民境界

路肩

工事箇所（W=約4.5m）

昼間
歩行者
通行帯

（W=約1.5m）

現況歩道 （W=約3.0m）

MT

TO
TM

S

FA

余

MT

EH1 PME

EH2

EL

【夜間解放時】

路肩 車道

官民境界

常設作業帯
（W=約2.0m）夜間歩行者通行帯（W=約3.0m）

【夜間開放時】

歩行者通行

歩行者

トレンチャー

特殊部の 有化・コンパクト化

〇特殊部において、電力・通信が個別に
配置する マンホールを一体化

〇一定の深さと幅で連続掘削が可能

地中探査技術の活用

○レーダー地中探査により地下埋設物を
可視化し、施工時の手戻り等を防ぐ

通信 電力

一体化

電力地上機器

電力地上機器

通信・電力

【昼間施工】

【夜間施工】

○夜間に比べ日当り施工量が大きく、掘削箇所の日々復旧も
不要。

地下情報の３D化

迂回配 ・屋側配 

【屋側配 の状況】

屋側配 

〇電 類を軒下・壁面に設置

表通りの配 

裏通りに移設

メイン通りを
無電柱化

〇無電柱化する道路から
迂回させて配 
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事業のスピードアップ（包括委託の実施状況） 

 
管路整備後の電柱未撤去の状況 

○ 事業のスピードアップや民間の技術力の活用を図るため設計から施工までを一体的に

発注する包括委託方式やＰＦＩ方式の活用を推進。

○ R６年度まで、包括委託方式１８８件を契約。また、包括委託を活用しやすくするた

めＲ７年度より国庫債務負担行為の年限を３か年から５か年に拡大。

＜包括委託方式＞

○設計・施工や関係者調整等を一体的に実施する包括
委託等による事業のスピードアップを目指す

技術力のある電線管理者
等に関係者調整を含め
一体的に委託

道路管理者が中心となり
関係調整を行いながら
事業実施

直轄（包括） 

補助（包括） 

 

48 

61 

3 

16 

■電柱未撤去の経過年数
（R6年度末時点）

○道路管理者が管路整備後、電線管理者により入線・電柱撤去作業を実施するが、関係者間の調整、合意
形成が難航しており、電柱撤去までに時間を要する事例がある。

〇道路管理者・電線管理者が協力し、早期の電柱撤去を進めるとともに、電柱撤去の迅速化に向けた取り
組みが必要。

■入 ・電柱撤去の流れ

電柱撤去
（電 管理者）

入 
（電 管理者）

地上機器設置
（電 管理者）

管路整備
（道路管理者）

※国土交通省調べ

１～３年

52%

４年～６年

11%

７～９年

10%

１０年以上

27%
電柱

未撤去本数
約5,800本

北海道

0.7% 東北

0.4%

関東

17.5% 中部

0.9%

近畿

63.5%

中国

4.2%

九州

1.6%
沖縄

11.3%

4年以上
未撤去電柱
約2,800本

管路整備後4年以上
未撤去電柱の地域別本数

※グラフに示す地域ブロック毎の未撤去本数には、
地方整備局管内の地方自治体の本数も含む。

※北陸と四国は未撤去がない経過4年以上約2,800本

近畿地方が突出して多い点が注目される！ 

29 29 

１ 3 3 
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緊急輸送道路における電柱の占用制限の実施状況 

 

緊急輸送道路における電柱の占用制限の実施状況 

緊急輸送道路

既設電柱

※R7．3月末時点

新たな電柱
H２８年より占用禁止措置を実施し、

約９．６万ｋｍ（約９９％）措置済

（占用禁止措置済延長／全緊急輸送道路延長）
※高速道路・道路法以外の道路除く

〈 新設電柱の占用禁止措置状況 〉

既設の電柱
Ｒ５年９月より占用禁止措置の運用開始し

直轄国道で３６区間（約４３ｋｍ）措置済

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

86.6% 86.6%

99.3%
99.7%

99.9%

44.2% 47.6%

85.7%
90.3%

97.5%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R3.3 R4.3 R5.3 R6.3 R7.3

直轄国道 補助国道・都道府県道 市区町村道（政令市含む）

○ 「新設電柱の占用制限」は、緊急輸送道路全体の99％で実施済。令和７年度に残り約３５０㎞を

指定し100％となる見込み。 （H28年度から開始）

〇 「既設電柱の占用制限」は、高速道路のインターチェンジから広域防災拠点等の区間を中心に実施

し、３６区間、約４３㎞を指定済。令和７年度に新たに７区間、約８㎞を指定予定。（R5年度から開始）

既設電柱新設電柱対象

道路区域内の
電柱

新築・改築等を
行う道路

（電  同 を
同時に整備）

道路区域外の
電柱

・避難路など防災上重要な道路等

・道路事業

・市街地開発事業

・開発許可を受けて行う事業 等

※歩行者の交通量が多い道路は３．５ｍ

・緊急輸送道路

防災 安全・円滑

省令改正（H31.4～）

運用通達（H28.4～）

・緊急輸送道路
（優先度の高い区間から

順次導入）

防災

左記事業の実施と併せて行
うことができるときは、既設
電柱又は電 を撤去。

・沿道民地からの工作物等の倒壊による道路閉塞を防止するため、沿道区域

届出勧告制度の導入

運用通達（R3.9～）

運用通達（R5.6～）
・路側帯からはみ出した歩行者と車両の
接触の恐れが頻繁に生じている道路等

・道路構造令の幅員未満の幹 道路
（幅員７ｍ未満かつ５００台／日以上）

・バリアフリー基準
（有効幅員２ｍ※ ）未満の福祉施設周辺、
通学路 等

運用指針（H31.4～）

・更新又は移設により道路
閉塞のリスクが増大する
場合のみ

（無電柱化法第11条）

（道路法第37条）

（無電柱化法第12条）

（道路法第44条）

防災
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無電柱化の財政支援措置等 （近年の制度創設分） 

 
 
無電柱化に関する支援メニュー 
 

 

 

地方公 団体

民 間 等

Ｒ２～

Ｒ１～

Ｒ６～

無電柱化推進計画事業補助

無電柱化まちづくり促進事業※

無電柱化まちづくり促進事業※

Ｒ４～

Ｒ４～

１／２自治体負担

（自治体施行）
１／２自治体負担

（民間等施行）
１／３～２／５自治体負担

（民間等施行）
１／３～１／５民間等負担

国際観光旅客税 １／３電 管理者負担

１／２電 管理者負担電  同 

道路整備

単独地中化

電 管理者

無電柱化に伴う占用料の減額措置

Ｒ２～

※その他、「都市再生整備計画事業等」において無電柱化の同時整備を支援

○ 無電柱化の推進に向けて、緊急輸送道路をはじめとした個別補助制度による重点的な支援のほか、市街地開発事
業等に際して行われる無電柱化についても、各種補助制度により支援。

○ 電 管理者に対して、観光地を対象に単独地中化等の無電柱化を支援。

レベニューキャップ制度 ※電力会社のみ

（単独地中化）
徴収しない

（電  同 ）
電 ：政令額の８／１０

Ｒ５～

市街地開発等

市街地開発等

《観光地》

国際観光旅客税

道路局 都市局 住宅局 観光庁 自治体
開発

事業者

電線

管理者

電線

共同溝

方式

単独

地中化

方式

要請者

負担

方式

自治体

管路

方式

1 無電柱化推進計画事業補助 2 〇 ○ ○ ○ ○

2 無電柱化まちづくり促進事業 3 ○ ○ ○ ○ ○

3-1 都市再生整備計画事業 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3-2 都市構造再編集中支援事業 5 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3-3 まちなかウォーカブル推進事業 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 都市再生区画整理事業 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 街なみ環境整備事業 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 観光地域振興無電柱化推進事業 9 ○ ○ ○ ○ ○

7 住宅市街地総合整備事業 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 密集市街地総合防災事業 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 無利子融資（電線敷設工事資金貸付金） 12 ○ ○ ○

10 固定資産税の特例措置 13 ○ ○ ○ ○

11 無電柱化に伴う占用料の減免措置 14 ○ ○ ○ ○

無電柱化の事業手法

番号 制度名
該当
ページ

国土交通省の所管局 補助等対象者

国土交通省道路局ホームページに、各メニュー概要を掲載

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/pdf/chi_13_01.pdf 

 ６/20開催、第 17回 NPO総会セミナー 報告 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/pdf/chi_13_01.pdf


12 

 

【参考】観光地域における無電柱化の支援施策 ・ 時代の要請とともに進化する「御堂筋」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○観光による地域振興に向けた無電柱化を推進するため、電線管理者の無電柱化を支援。 

○具体的には、国際観光旅客税を財源に観光地における電線共同溝の電線管理者負担分や、電線管理者

が実施する単独地中化の費用を国と地方公共団体が補助。 

≪補助内容≫○単独地中化方式（屋側・迂回配線含む）、共同管路方式により無電柱化に要する経費 
○無電柱化に併せて電線管理者が行う情報提供設備や道路の美装化等、観光まちづくりに資すると認められる費用（※） 
（※）地上機器への Wi-Fi 設備による観光情報の提供、地上機器を活用した観光案内（地図など）の明示、無電柱化後の歩道復旧の際に周

辺の道路に調査した舗装の美装化、無電柱化と併せて、道路照明等の美装化や街路樹を整備 

≪活用イメージ≫ 

富士山（静岡県富士市） 十和田湖（秋田県小坂町） 

出雲大社神門通り（島根県出雲市） 国際通り（沖縄県那覇市） 

 

≪補助割合≫ 
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【テーマ３】法定第 3 期無電柱化推進計画の策定に向けて 

目 次 

１. 法律の基づき無電柱化の主体の明確化 
２. 占用制限制度の厳格な運用 
３. 既存電柱の撤去の推進 
４. 建設負担金の見直し 
５. 外部不経済効果の内部化 
６．外部経済効果の内部化 

講演から主要な内容（資料）をご紹介させていただきます。 

１ 法律の基づき無電柱化の主体の明確化 
無電柱化推進法 5 条では電 管理者の責務とされているにもかかわらず、現在の推進計画では多くの場合、道路管理

者、地方自治体が主体とされている。 

法律を遵守し、電 管理者が無電柱化の主体であることを明記し、電  同 はあくまで無電柱化を実現するための支

援施策として位置づけるべきではないか。 

 

２ 占用制限制度の厳格な運用 
無電柱化法 12 条前段規定に基づき平成 30 年 3 月に道路法省令が改正された。 

道路事業や面整備との一体的に地中化工事が行われない場合には、その後は電柱・電 の設置は認められないはず

であるが必ずしもそうなっていない。 

運用の厳格化を図るべきではないか。 

 一般財団法人日本みち研究所・当 NPO顧問 森山誠一  

森山顧問の動画配信（ユーチューブ動画：限定公開） 

 https://youtu.be/c35ss1x9FzY 
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電 ・電柱は義務占用物件ではあるが無余地性は条件となっている。 

しかしながら占用許可更新時には審査されずに、ひいては道路上に電 ・電柱を野放しにさせる結果となっている。 

厳格な運用とそのための体制整備を図るべきではないか。 

 

３ 既存電柱の撤去の推進 
平成 30 年 3 月のあり方委員会において、既存電柱の占撤去については、10 年程度の猶予を与えることで法的な問題

はないとされたにもかかわらず、道路法 37 条の占用制限は課長通達により新設に限定している。 

早急に既存電柱にも広げるべきではないか。 

 
同あり方委員会において、無電柱化法 12 条後段規定を発動し道路整備・面開発にあたり既存電柱を撤去することは、

10 年の猶予期間を設けることで補償の必要はないとされている。 

早急に後段規定の発動のための省令か改正を行うべきではないか。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４ 建設負担金の見直し 
電  同 事業における電 管理者分の負担の考え方が現実的ではなく、極めて電 管理者側に配慮したものとなっ

ている。 

掘削及び埋戻し費用を 1000 万円／Km としているが、これは道路交通を全く考慮しない前提であり、現実的には数十倍

になるのではないか。 

現在は公 事業予算は大変厳しく、また電力会社はレベニューキャップ制度により負担金は費用に計上できることから、

実態にあった負担とするべきではないか。 
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５ 外部不経済効果の内部化 
無電柱化は法律まで制定し国策として実施しているにもかかわらず、道路占用料がそうした施策に対応したものとはな

っていない。 

政策推進に適応した形で占用料金の見直しを実施するべきではないか。 
 

  H8.1 H20.4 H23.4 H26.4 H29.4 R2.4 R5.4 

第 1 種電柱 2,200  1,100  1,200  1,400  1,600  1,700  1,900  
第 2 種電柱 3,400  1,600  1,800  2,100  2,400  2,600  2,900  

第 3 種電柱 4,700  2,200  2,400  2,800  3,300  3,500  3,900  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 外部経済効果の内部化 
レベニューキャップ制度により電力会社は無電柱化による費用は回収できることになったが、利益を生むものではないた

め、前向きに取り組む動機に乏しい。 

外部経済効果に相当する部分はインセンティブとして費用として計上できないか。 

あわせて通信事業者においても無電柱化費用を料金として回収できるようにするべきでないか。 
 

第 1 種電柱
電柱に設置さ
れる変圧器を
含め、3 条以
下の電線を支
持する電柱を
指します。 
第 2 種電柱
電柱に設置さ
れる変圧器を
含め、4 条ま
たは 5 条の
電線を支持す
る電柱を指し
ます。 
第 3 種電柱 
6 条以上の
電線を支持
する電柱を
指します。 
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